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公的職業訓練の体系

公
的
職
業
訓
練

【根拠法】特定求職者就職支援法

前身は、平成２１年に創設された緊急人材育成
就職支援基金を運用して行われた基金訓練

求職者支援訓練

【実施主体】
・（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構
・都道府県立公共職業訓練校

施設内訓練

都道府県立の公共職業訓練校が
民間企業や専門学校などに委託

委託訓練

区分 公共職業訓練 求職者支援訓練

対象者
（原則）
雇用保険受給資格者

（原則）
雇用保険受給資格のない人

訓練
実施主体

ポリテクセンター、公共職
業訓練校、公共職業訓練
校から委託された訓練機
関

企業、専門学校など

訓練分野
広範囲にわたり、物づくり
系も多い

基礎コース （事務系・介護系・
建設等）

実践コース（事務系、介護系、
情報系、医療事務系等）

訓練費用 基本的に無料 基本的に無料

失業給付

雇用保険受給者が一定の
残日数を残して受講開始
すると訓練修了まで失業
給付が延長される

一定の所得など受給要件に該
当した場合、月額１０万円の職
業訓練受講給付金が支給され
る

【
根
拠
法
】職
業
能
力
開
発
促
進
法

公
共
職
業
訓
練

公共職業訓練（離職者訓練）と求職者支援訓練の違い
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対象：ハローワークの求職者
訓練期間：３か月～２年

対象：在職労働者（有料）
訓練期間：概ね２日～５日

在職者訓練

対象：高等学校卒業者等（有料）
訓練期間：１年又は２年

新規学卒者訓練

・障がい者職業能力開発校
・一般の職業能力開発校での

職業訓練コースの設置
・障がい者の態様に応じた

多様な委託訓練

障がい者訓練

離職者訓練



新規求職者と受講あっせんの状況

○ 三重県の新規求職者数は、平成22年度の110,241人をピークに減少を続けているが、ここ数年はほぼ横ばい。
特定求職者も同様にここ数年はほぼ横ばいであったが令和2年度は増加に転じた。

○ 職業訓練への応募あっせん数もここ数年は横ばいであるが、令和2年度の求職者支援訓練については、183人（令
和元年度151人）と前年度と比べ21.2％増えて いる。

※ 特定求職者とは、求職者支援制度の支援の対象となる者で、雇用保険の支給終了者・受給要件を満たさなかった者、学卒未就職者、
自営廃業者等

※ 求職者支援制度は、平成23年10月創設

新規求職者数と特定求職者数の推移 公共職業訓練と求職者支援訓練の応募あっせんの推移
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（単位:人）

三重労働局調べ
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①年間規模 ②年間認定数 ③認定率（②÷①） ④開講状況 ⑤応募者数 ⑥応募率（⑤÷④） ⑦受講者数

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度
30年
度

元年度 ２年度

基礎コース 150 150 120
144 134 33

96.0% 89.3% 27.5%
126 29 15

119 24 17 94.4% 82.7% 113.3% 92 18 14
(11) (9) （2） (10) (2) （1）

実践コース 220 220 322
208 129 189

94.5% 58.6% 58.6%
140 114 159

50 96 176 35.7% 84.2% 110.6% 46 79 110
(13) (10) （13） (9) (9) （11）

介護福祉
分野

98 75 80
106 0 57

108.2% 0.0% 71.2%
38 0 57

16 0 35 42.1% 0.0% 61.4% 13 0 25
(6) (0) （3） (2) (0) （3）

医療事務
分野

10 10 45
0 10 30

0.0% 100.0% 66.7%
0 10 15

0 7 13 0.0% 70.0% 86.6% 0 7 8
(0) (1) (2) (0) (1) (1)

IT分野 10 10 20
0 0 0

0.0% 0.0% 0.0%
0 0 0

0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0 0 0
(0) (0) (0) (0) (0) (0)

その他の
分野

102 125 177
102 119 102

100.0% 95.2% 57.6%
102 104 87

34 89 128 33.3% 85.5% 147.1% 33 73 77
(7) (9) （8） (7) (8) （7）

合計 370 370 442
352 263 222

95.1% 71.0% 50.2%
266 143 174

169 120 193 63.5% 83.9% 110.9% 138 97 124
(24) (24) （15） (19) (11) （12）

求職者支援訓練の認定・定員・応募状況

○ 年間規模は、前年度の実績等を考慮して決定
○ 応募者については、実践コースの応募者数が前年に比べ1.8倍に増え、受講者数も1.4倍に増えた。また、介護福祉

分野コースは、2年ぶりの開講となり25名が受講した。
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※１（ ）は認定コース数 ※２ 中止コースへの応募者は除く



求職者支援訓練の就職状況

○ 令和2年度の訓練修了者の就職率は、確定分（令和2年12月終了コースまで）で63.8％となっており、前年度を
上回るとともに、基礎、実践コースとも全国平均を上回っている。

修了者数 就職者数 就職率

基礎 実践 基礎 実践 基礎 実践

三重

２９年度（※1） 127 76 51 67 39 28 52.7% 51.3% 54.9%

３０年度（※2） 113 70 43 65 41 24 57.5% 58.5% 55.8%

元年度（※3） 106 31 75 58 16 42 54.7% 51.6% 56.0%

２年度（※4） 72 16 56 46 11 35 63.8% 68.7% 62.5%

全国

２９年度 24,860 7,311 17,549 15,672 4,244 11,428 63.0% 58.0% 65.0%

３０年度 20,865 6,058 14,807 13,090 3,615 9,475 62.7% 59.6% 63.9%

元年度 18,426 4,972 13,454 11,218 2,811 8,407 60.9% 56.5% 62.4%

２年度 13,509 3,369 10,140 7,692 1,724 5,968 56.9% 51.2% 58.9%

※ 1：平成２９年度は平成２９年度中に終了したコースのうち、平成３０年３月までに終了したコースの求職者支援訓練修了者等の就職状況
※ 2：平成３０年度は平成３０年度中に終了したコースのうち、平成３１年３月までに終了したコースの求職者支援訓練修了者等の就職状況
※ 3：令和元年度は令和元年度中に終了したコースのうち、令和２年３月までに終了したコースの求職者支援訓練修了者等の就職状況
※ 4: 令和２年度は令和２年度中に終了したコースのうち、令和２年12月末までに終了したコースの求職者支援訓練修了者の就職状況

※ 注：就職者数と就職率は雇用保険の被保険者となったものの数
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求職者支援制度支給決定状況

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度

受講給付金

件数 417 292 272 189 150 239

支給決定額
（円） 44,874,757 30,239,466 28,573,692 20,092,006 16,170,554 25,197,679

訓練実施
基本奨励金

件数 35 18 18 20 13 13

支給決定額
（円） 42,227,500 20,705,500 18,450,000 17,674,000 16,572,500 16,031,500

訓練実施
付加奨励金

件数
（不支給含む） 18 12 6 10 8 9

支給決定額
（円） 5,930,000 4,920,000 1,930,000 1,830,000 2,453,500 3,840,000

受講給付金：訓練受講者に対する給付。一定の要件を満たす場合に、月10万円と交通費を支給。
求職者支援制度が発足した翌年の平成24年度（1034人、支給決定額109,672,847円）をピークとし
年々減少しているが、令和2年度は増加に転じた。

訓練実施基本奨励金・付加奨励金：訓練機関に対する奨励金
・ 基本奨励金⇒支給単位期間（訓練開始日から1か月ごとに区切った期間）ごとに、受講者1人あたり基礎コース

6万円、実践コース5万円を支給。
・ 付加奨励金⇒実践コースの就職実績に応じた単価を修了者等数に応じて上乗せ。（1万円から2万円）
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○職業訓練への誘導を目的に、ハローワークにおいて、訓練実施機関の担当者から、訓練の詳細な内容について直接説明を聞く
ことのできる場を設定し、ハローワーク職員も同席して受講申込みまでをワンストップで提供。
○令和2年度は新型コロナ感染拡大防止対策実施の中、年間で54回開催、340人が参加。（令和元年は87回、619人）

定員充足のための取組

職業訓練学校説明会の開催

○職業相談の中で、職業訓練が必要と思われる求職者に効果的なタイミングで訓練受講の提案が可能となるよう、県内各ハロー
ワークにおいて全所的な研修を実施し、全員相談の体制を構築。

ハローワークにおける全員相談体制の構築

新型コロナウイルスが雇用にも大きな影響を与えるなか、真に職業訓練が必要な求職者を訓練受講に誘導す
るための取組を、地域等の協力を得て実施
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「ハロートレーニング応援企業」

○三重県内で実施される公的職業訓練を活用した人材育成を推進するため、訓練受講生への就職支援、事業所における在職
者訓練の実施に積極的な企業を「ハロートレーニング応援企業」と称し、ハローワーク・三重県・ポリテクセンターから訓練受講生
や事業所に対して様々な支援を行う。
○平成30年5月より開始し、令和3年9月末現在316事業所が登録している。

外部への制度周知

○これまでハローワークに来所していない層での訓練制度(特に求職者支援制度)の活用を促進するため、あらゆる機会を捉えて

外部への制度周知を実施。特に社会福祉協議会を初めとした生活困窮者支援機関や、サポステを初めとした就職氷河期世代等
若年者支援機関への周知を強化。

○三重県が協定を結んでいる企業にリーフレットの設置依頼。（イオン、コンビニ各社等（掲示・配布は抽選））



求職者ニーズの把握

ハローワークの窓口で初めて職業訓練の相談をする求職者を対象にアンケートを実施
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